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気候変動への備えがあるゆるぎないまち 

2050 年の温室効果ガス排出量実質ゼロに向け、様々な取組みを行ったとしても、大気中

の温室効果ガス濃度はすぐさま減少に転じるわけではなく、しばらくは増加を続け、気候の

変動も進行します。 

大阪市域は、都市化の影響も相まってヒートアイランド現象により温暖化の影響以上の高

温化が進行しています。熱中症のリスクが高まり、また、近年は短時間豪雨が増加する傾向

にもあり、過去には市内中心部で大規模な浸水が発生したこともあります。 

一方で、業務集積地では災害時の業務継続に向けたエネルギーインフラの強靭化が求めら

れるなど、災害に対する備えは重要性を増すばかりです。 

このような背景のもと、大阪市では様々な対策を実施してまいりました。今後も避けるこ

とのできない地球温暖化の影響に対する備えや、自然災害への備えともなりうるエネルギー

インフラの拡充により、堅牢でレジリエンスの高い、持続可能なゆるぎないまちを創りあげ

ます。 

 

 

－気候変動の適応に向けた施策の充実 

気候変動による避けがたい影響や被害の防止・軽減を図るため、防災や健康など本市関連

施策の全般にわたり気候変動の適応に関する視点を組み込むとともに、科学的知見に基づく

施策を推進するなど、施策の充実・強化を図ります。 

 

・適応策に資する本市施策の整理 

気候変動影響評価報告書（令和 2 年 12 月環境省）において評価された 7 分野のう

ち、大阪市ですでに起こっている、もしくはこれから起こると思われる 5 分野につい

て、気候変動への適応に関連する施策について集約、整理しました。 

引き続き、気候変動適応に関する情報収集と施策の整理、取組み情報の集約を図る

とともに、大阪市の取組みについて積極的に発信を行うことで、「気候変動への適応」

の主流化を図っていきます。 
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大阪市域における主な気候変動の影響 

分野 大項目 
国による我が国全体の評価 

大阪市域における影響 
重大性 緊急性 確信度 

（１）水環境・水資源 
①水環境 ◇ △ □ 水質の変化 

②水資源 ○ ○ ○ 濁水頻度の増加 

（２）自然生態系 

①淡水生態系 ○ △ □ 生物の生育・生息適地の変

化 

②その他（分布・

個体群の変動） 

○ ○ △ 分布・個体群の変動 

（３）自然災害・沿岸域 

①河川 ○ ○ ○ 豪雨の発生による洪水・浸

水等 

②沿岸 ○ ○ ○ 高潮や高波による浸水 

③その他（強風

等） 

○ ○ △ 台風による風倒木等 

（４）健康 

①暑熱 ○ ○ ○ 熱中症患者発生数の増加 

②感染症 ○ ○ △ 各種疾患、感染患者数の増

加 

（５）国民生活・都市生活 

①都市インフ

ラ、ライフライ

ン等 

○ ○ ○ 交通、電力等のインフラ・ラ

イフラインの被害 

②その他（暑熱

による生活への

影響） 

○ ○ ○ 暑熱による生活への影響等 

【重大性】○：特に重大な影響が認められる ◇：影響が認められる 

【緊急性・確信度】○：高い △：中程度 □：低い 

 

 

・生物多様性分野における気候変動への適応 

 外来種の防除対策の実施や干潟の保全と干潟的環境の形成など、気候変動が生物多

様性に与える影響を低減するため自然生態系への適応策を推進します。また、地球温

暖化対策の新しい選択肢として注目されているブルーカーボン（再掲）について、生

態系の維持や回復といった生物多様性の確保に貢献するものとして、本市でも取組み

を進めます。 
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－大阪市における気候変動の適応に向けた取組み 

大阪市の気候変動への適応策（気候変動への適応にも資する各種施策）のうち、代表的な

ものを示します。 

今後、関連する様々な分野で適応の視点を踏まえた施策が充実するよう、庁内での情報共

有の推進、適応策にかかる情報の積極的な発信を行います。 

 

・都市水害に対する取組み 

 大阪市では、局所的な短時間豪雨の頻度増加がみられます。都市部での抜本的な対

策として、雨水を受け入れる下水道の能力強化や入り口となるますの増設、管渠のネ

ットワーク改善などの対策を実施しています。今後も、計画的に施設の整備を進め、

下水道の機能強化と維持を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・グリーンインフラストラクチャーの推進  

グリーンインフラストラクチャー（グリーンインフラ）とは、土地利用において自

然環境の有する防災・減災、地域振興、環境等の機能を人工的なインフラの代替手段

や補足の手段として有効に活用し、自然環境、経済、社会にとって有益な対策を社会

資本整備の一環として進めようという考え方です。グリーンインフラの概念の浸透を

図り、自然環境への配慮を行いつつ、浸水被害の防止・軽減やヒートアイランド現象

の緩和など自然環境が有する機能の活用拡大を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

公共空間における雨水貯留浸透施設整備の例 
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・暑熱対策 

夏の強い日差しをさえぎる効果のある「緑のカーテン＆カーペットづくり」の推進

や、水の気化熱により路面の温度の上昇を抑えて周囲の気温上昇を抑制する打ち水の

普及促進を図ります。 

また、クールスポットの創出といったハード対策や予防情報の積極的な発信といっ

たソフト対策を実施しており、今後もより効果的な暑さ対策や熱中症対策に関する啓

発を行います。 

 
大阪打ち水大作戦 2022 

 

 

－エネルギーインフラの拡充によるレジリエンスの強化 

避難所や病院などの災害時の拠点になる施設から業務集積地区までの幅広い区分で、自立・

分散型電源（コージェネレーションシステムなど）など災害に強いエネルギーシステムの構

築に向けた取組みを進めることで、CO2の排出抑制と防災力向上の両立を図ります。 

 

・エネルギーの面的利用の促進 

エネルギーの面的利用については、

太陽光発電やコージェネレーション

（熱電併給）システム、水素エネルギ

ーをはじめとする分散型電源を導入

し、エネルギーの使用形態の異なる施

設や建物間など面的な広がりを持っ

たエリアをネットワーク化し、エネル

ギー融通・共同利用を行うことで、エ

ネルギー効率の向上、コスト低減と災

害時のセキュリティ向上を同時に実

現することが可能になります。 

エネルギー面的利用
のイメージ

地下空間を活用したエネルギー面的利用のイメージ 
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・電力需給調整力の強化等に向けた V2X の普及促進 

 地域の脱炭素化とも調和のとれる災害に強い自立・分散型エネルギーシステムの実

現に向け、電力需給調整力として蓄電池を有する EV 等と建物や設備との間で充放電

することや、災害停電時の電源の確保につながるよう EV 等から放電することができ

る V2X を普及促進していきます。 

令和 3 年度には V2X システムを生野区役所に構築しており、その効果を市民・事業

者に普及啓発していくことで、家庭や事務所ビルでの V2X の導入を促進し、電力需給

調整力等を強化した新たなエネルギー社会の構築に向け取り組みます。 

 

※V2X（Vehicle to X（Everything））：EV 等の蓄電池を持つ自動車（Vehicle）と、住宅・ビル等

の電力を消費する建物や設備（Everything）との間で電力の相互供給を行う技術やシステムの総称。 

 

EVからパソコンや照明等への給電 


